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(57)【要約】
【課題】キャリアの注入効率を向上し、高輝度化及び長
寿命化を達成することのできる有機エレクトロルミネッ
センス装置を提供する。
【解決手段】本発明の有機エレクトロルミネッセンス装
置１は、燐光材料を含む発光層５と、前記発光層５上に
設けられた正孔ブロック層５１と、前記発光層５及び前
記正孔ブロック層５１を含む３層以上の有機層からなる
機能層７と、前記機能層７を挟持する一対の電極３，８
とを備え、前記機能層７において、前記発光層５と前記
正孔ブロック層５１との界面を除く前記有機層同士の界
面に、当該有機層の有機材料同士が混合した混合層４Ｃ
，５０，５２が設けられている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燐光材料を含む発光層と、
　前記発光層上に設けられた正孔ブロック層と、
　前記発光層及び前記正孔ブロック層を含む３層以上の有機層からなる機能層と、
　前記機能層を挟持する一対の電極とを備え、
　前記機能層において、前記発光層と前記正孔ブロック層との界面を除く前記有機層同士
の界面に、当該有機層の有機材料同士が混合した混合層が設けられていることを特徴とす
る有機エレクトロルミネッセンス装置。
【請求項２】
　前記発光層は、架橋構造を有するホスト材料と、前記燐光材料からなる発光ドーパント
とを含むことを特徴とする請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンス装置。
【請求項３】
　燐光材料を含む発光層と、前記発光層上に設けられた正孔ブロック層と、前記発光層及
び前記正孔ブロック層を含む３層以上の有機層からなる機能層と、前記機能層を挟持する
一対の電極とを備えた有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法であって、
　前記機能層を形成する工程は、
　前記発光層上に前記正孔ブロック層を形成する工程と、
　前記発光層以外の第１有機層上に前記正孔ブロック層以外の第２有機層を形成する工程
とを含み、
　前記第１有機層上に前記第２有機層を形成する工程は、
　前記第１有機層上に、前記第１有機層の形成材料を溶解可能な溶媒と前記第２有機層の
形成材料とを含む溶液を配置し、前記溶液を乾燥することにより、前記第１有機層上に前
記第２有機層を形成する工程と、
　前記溶液を乾燥する過程で、前記溶液に前記第１有機層の一部を溶解させることにより
、前記第１有機層と前記第２有機層との界面に、前記第１有機層の形成材料と前記第２有
機層の形成材料とが混合された混合層を形成する工程とを含むことを特徴とする有機エレ
クトロルミネッセンス装置の製造方法。
【請求項４】
　前記第１有機層上に前記溶液を配置する前に、
　前記第１有機層をアニール処理する工程と、
　前記第１有機層を前記第１有機層を溶解可能な溶媒の雰囲気に曝す工程とを含むことを
特徴とする請求項３に記載の有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法。
【請求項５】
　前記第１有機層上に前記溶液を配置する前に、
　前記第１有機層をアニール処理する工程と、
　前記第１有機層上に、前記第１有機層を溶解可能な溶媒を配置する工程とを含むことを
特徴とする請求項３に記載の有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法。
【請求項６】
　燐光材料を含む発光層と、前記発光層上に設けられた正孔ブロック層と、前記発光層及
び前記正孔ブロック層を含む３層以上の有機層からなる機能層と、前記機能層を挟持する
一対の電極とを備えた有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法であって、
　前記機能層を形成する工程は、
　前記発光層上に前記正孔ブロック層を形成する工程と、
　前記発光層以外の第１有機層上に前記正孔ブロック層以外の第２有機層を形成する工程
とを含み、
　前記第１有機層上に前記第２有機層を形成する工程は、
　前記第１有機層上に、前記第１有機層の形成材料を溶解可能な第１溶媒と前記第２有機
層の形成材料とを含む第１溶液を配置し、前記第１溶液を乾燥することにより、前記第１
有機層上に、前記第１有機層と前記第２有機層との混合層を形成する工程と、
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　前記混合層上に、前記第１有機層の形成材料に対する溶解度が前記第１溶媒よりも小さ
い第２溶媒と前記第２有機層の形成材料とを含む第２溶液を配置し、前記第２溶液を乾燥
することにより、前記混合層上に前記第２有機層を形成する工程とを含むことを特徴とす
る有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法。
【請求項７】
　燐光材料を含む発光層と、前記発光層上に設けられた正孔ブロック層と、前記発光層及
び前記正孔ブロック層を含む３層以上の有機層からなる機能層と、前記機能層を挟持する
一対の電極とを備えた有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法であって、
　前記機能層を形成する工程は、
　前記発光層上に前記正孔ブロック層を形成する工程と、
　前記発光層以外の第１有機層上に前記正孔ブロック層以外の第２有機層を形成する工程
とを含み、
　前記第１有機層上に前記第２有機層を形成する工程は、
　前記第１有機層上に、前記第１有機層の形成材料及び前記第２有機層の形成材料を含む
第１溶液を配置し、該第１溶液を乾燥することにより、前記第１有機層上に、前記第１有
機層の形成材料と前記第２有機層の形成材料とが混合された混合層を形成する工程と、
　前記混合層上に、前記第２有機層の形成材料を含む第２溶液を配置し、該第２溶液を乾
燥することにより、前記混合層上に前記第２有機層を形成する工程とを含むことを特徴と
する有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法。
【請求項８】
　前記第２溶液に含まれる溶媒の前記第１有機層に対する溶解度は、前記第１溶液に含ま
れる溶媒の前記第１有機層に対する溶解度よりも小さいことを特徴とする請求項７に記載
の有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法。
【請求項９】
　前記発光層上に前記正孔ブロック層を形成する前に、前記発光層をアニール処理するこ
とを特徴とする請求項３～８のいずれかの項に記載の有機エレクトロルミネッセンス装置
の製造方法。
【請求項１０】
　前記発光層の形成工程は、
　基板上に前記燐光材料と架橋性材料とを含む溶液を配置する工程と、
　前記架橋性材料を架橋させる工程とを含むことを特徴とする請求項３～８のいずれかの
項に記載の有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法。
【請求項１１】
　前記正孔ブロック層の形成工程に用いる溶媒は、前記発光層を溶解しない溶媒であるこ
とを特徴とする請求項３～８のいずれかの項に記載の有機エレクトロルミネッセンス装置
の製造方法。
【請求項１２】
　請求項１若しくは２に記載の有機エレクトロルミネッセンス装置又は請求項３～１１の
いずれかの項に記載の有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法により製造されてな
る有機エレクトロルミネッセンス装置を備えたことを特徴とする電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、燐光材料を用いた有機エレクトロルミネッセンス装置の製造技術に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、自発光型のディスプレイとして、発光層に有機発光材料を用いた有機エレクトロ
ルミネセンス素子（以下、有機ＥＬ素子と称する）の開発が進められている。有機ＥＬ素
子は、有機発光材料を含む機能層を一対の電極間で挟持し、該一対の電極から注入したキ
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ャリアを機能層中で再結合させることによって発光を行う素子である。このような有機Ｅ
Ｌ素子を多数備えてなる有機ＥＬ装置は、薄型・軽量といった特徴を有し、次世代のフラ
ットパネルディスプレイとして期待されている。また、下記特許文献１に記載された湿式
成膜法によって塗布・成膜を行うようにすれば、機能層を広範囲に均一に成膜することが
でき、ディスプレイの大型化が可能になる。
【０００３】
　また、近年では、発光材料の三重項励起状態に起因する燐光を発光に用いるようにした
高効率な有機ＥＬ素子が提案されており、より消費電力の小さいディスプレイへの応用が
期待されている。燐光材料が特に注目されているのは、燐光材料が原理的に高効率化を実
現し易い材料と考えられているからである。その理由は、次の通りである。すなわち、キ
ャリア再結合により生成される励起子は１重項励起子と３重項励起子とからなり、その確
率は１：３である。１重項を利用した有機ＥＬ素子は、１重項励起子から基底状態に遷移
する際の蛍光を発光として取り出していたが、原理的にその発光収率は生成された励起子
数に対して２５％であり、これが原理的上限であった。しかし、３重項から発生する励起
子からの燐光を用いれば、原理的に少なくとも３倍の収率が期待され、さらに、エネルギ
ー的に高い１重項から３重項への項間交差による転移を考え合わせれば、原理的には４倍
の１００％の発光収率が期待できる。
【特許文献１】特開２００２－２８９３５２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　燐光材料を用いた有機ＥＬ素子をディスプレイに応用するためには、高効率で高輝度な
光出力を確保する必要がある。このためには、ホールブロック層や電子注入層を挿入し、
発光層内での励起子閉じ込め効果を向上することが重要となる。また、発光層が担うべき
複数の機能を機能毎に分離し、それぞれを別々の層の担わせる機能分離という考え方も重
要となる。機能分離の利点としては、機能分離することによって、１種類の有機材料に様
々な機能（正孔注入機能、正孔輸送機能、電子ブロック機能、発光機能、正孔ブロック機
能、電子輸送機能、電子注入機能等）を同時に持たせる必要がなくなり、分子設計等に幅
広い自由度を持たせることができる点にある。つまり、発光特性の良い材料、キャリア輸
送性の良い材料等を複数組み合わせることで、容易に高効率化を実現できる点にある。
【０００５】
　しかしながら、積層構造は、容易にキャリアの結合効率を高めることができ、なおかつ
機能分離の観点から、材料選択の幅を広くできるというメリットを有する一方で、有機界
面を多数作り出すことによって、キャリアの移動が妨げられ、駆動電圧や発光輝度の低下
を引き起こすという問題が指摘されている。一般に、燐光材料を用いた有機ＥＬ素子では
駆動電圧が高いことが知られているが、これは界面による影響が一因と考えられている。
【０００６】
　この問題に対して、特許文献１では、隣接する有機層の界面に、それらの有機材料の混
合層を形成し、両者の間に明確な有機界面を形成しない方法が開示されている。この方法
によれば、有機層と有機層との間に、それらの中間のバンドダイヤグラムを有する有機層
（混合層）が形成されるため、各々の有機層の機能を維持しつつ、キャリアの注入障壁を
緩和できる。
【０００７】
　しかしながら、有機界面に混合層を形成すると、それぞれの有機界面の機能が部分に減
殺されるため、高機能化を図る上で不利になる場合もある。例えば、燐光材料を用いた有
機ＥＬ素子では、正孔ブロッキング機能が非常に重要なファクターとなっており、正孔ブ
ロッキング機能が損なわれると、十分な発光特性が得られないことが実験的に明らかとな
っている。
【０００８】
　本発明はこのような事情に鑑みてなされたものであって、キャリアの注入効率を向上し
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、高輝度化及び長寿命化を達成することのできる有機エレクトロルミネッセンス装置及び
その製造方法を提供することを目的とする。また、そのような有機エレクトロルミネッセ
ンス装置を備えることにより、発光輝度が高く、消費電力の少ない電子機器を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の課題を解決するため、本発明の有機エレクトロルミネッセンス装置は、燐光材料
を含む発光層と、前記発光層上に設けられた正孔ブロック層と、前記発光層及び前記正孔
ブロック層を含む３層以上の有機層からなる機能層と、前記機能層を挟持する一対の電極
とを備え、前記機能層において、前記発光層と前記正孔ブロック層との界面を除く前記有
機層同士の界面に、当該有機層の有機材料同士が混合した混合層が設けられていることを
特徴とする。この構成によれば、混合層が必要な部分にのみ選択的に配置されるため、正
孔ブロック機能の低下を防止することができる。また、他の有機層の界面には混合層が設
けられているので、キャリアの注入効率は最大限高めることができる。
【００１０】
　ここで、「混合層」とは、混合層を介して積層される第１有機材料と第２有機材料とが
所定の割合で混合されている層をいう。第１有機材料と第２有機材料との混合比（濃度）
は、混合層内で均一でも良く、連続的に変化していても良い。例えば、第２有機層の形成
材料を含む溶液に第１有機層の一部を溶解させて混合層を形成する場合、混合層内には、
第１有機層の形成材料と第２有機層の形成材料との混合比が徐々に変化するような濃度勾
配が形成される。一方、第１有機層の表面に第１有機層の形成材料と第２有機層の形成材
料との混合溶液を配置して混合層を形成する場合には、混合層内には、前記混合溶液の混
合比に応じた均一な濃度分布が形成される。
【００１１】
　本発明においては、前記発光層は、架橋構造を有するホスト材料と、前記燐光材料から
なる発光ドーパントとを含むことが望ましい。この構成によれば、発光層が溶媒に溶解し
にくい架橋構造を備えているため、発光層上に正孔ブロッキング層の溶液を塗布しても、
発光層と正孔ブロック層との界面に混合層は形成されない。したがって、正孔ブロック機
能の高い有機ＥＬ装置が提供できる。架橋構造としては、２次元又は３次元の網目構造（
高分子ネットワーク）が含まれ、溶媒に対する溶解性の観点からは、３次元の網目構造を
有することが望ましい。
【００１２】
　ここで、「ホスト材料」と「発光ドーパント」の意味及び特徴を、以下に記す。
（１）ホスト材料は、ホールと電子の両方を流すことができる材料。
（２）発光ドーパントを具備しない発光層においては、ホスト材料からの発光が観察され
るが、発光ドーパントとホスト材料とを併用した場合には、ホスト材料からの発光はほと
んど観察されなくなり、発光ドーパントが主として発光するようになる。
（３）ホスト材料と発光ドーパントとを併用した発光層において観察される発光スペクト
ルは、発光ドーパント中の発光中心の燐光である。ここで言う発光中心とは、発光ドーパ
ントの一部分であって、強い燐光を発することが可能な有機分子骨格を意味し、発光の波
形がこの部分によってほぼ決定される部分骨格を意味する。
【００１３】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法は、燐光材料を含む発光層と、
前記発光層上に設けられた正孔ブロック層と、前記発光層及び前記正孔ブロック層を含む
３層以上の有機層からなる機能層と、前記機能層を挟持する一対の電極とを備えた有機エ
レクトロルミネッセンス装置の製造方法であって、前記機能層を形成する工程は、前記発
光層上に前記正孔ブロック層を形成する工程と、前記発光層以外の第１有機層上に前記正
孔ブロック層以外の第２有機層を形成する工程とを含み、前記第１有機層上に前記第２有
機層を形成する工程は、前記第１有機層上に、前記第１有機層の形成材料を溶解可能な溶
媒と前記第２有機層の形成材料とを含む溶液を配置し、前記溶液を乾燥することにより、
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前記第１有機層上に前記第２有機層を形成する工程と、前記溶液を乾燥する過程で、前記
溶液に前記第１有機層の一部を溶解させることにより、前記第１有機層と前記第２有機層
との界面に、前記第１有機層の形成材料と前記第２有機層の形成材料とが混合された混合
層を形成する工程とを含むことを特徴とする。この方法によれば、混合層が必要な部分に
のみ選択的に配置されるため、正孔ブロック機能の低下を防止することができる。また、
他の有機層の界面には混合層が設けられているので、キャリアの注入効率は最大限高める
ことができる。
【００１４】
　本発明においては、前記第１有機層上に前記溶液を配置する前に、前記第１有機層をア
ニール処理する工程と、前記第１有機層を前記第１有機層を溶解可能な溶媒の雰囲気に曝
す工程とを含むことが望ましい。或いは、前記第１有機層上に前記溶液を配置する前に、
前記第１有機層をアニール処理する工程と、前記第１有機層上に、前記第１有機層を溶解
可能な溶媒を配置する工程とを含むことが望ましい。この方法によれば、アニール処理に
よって、有機材料の配向状態を良好にし、分子間の電気伝導性（ホッピング伝導等）を向
上することができる。アニール処理を行うと、第１有機層の表面は緻密化されるため、溶
媒に対して難溶性となるが、本発明では、第１有機層の表面を溶媒雰囲気に曝し若しくは
第１有機層の表面に溶媒を配置することによって、第１有機層の表面に溶媒を浸透させて
いるため、第１有機層上に第２有機層の溶液を配置した際に容易に第１有機層を溶解する
ことができる。この場合、溶媒が浸透する領域は第１有機層の表層部のみなので、第１有
機層の機能は高い状態に維持される。したがって、第１有機層の電気特性を向上しつつ、
第１有機層の溶解（混合層の形成）に要する時間を短縮することができる。
【００１５】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法は、燐光材料を含む発光層と、
前記発光層上に設けられた正孔ブロック層と、前記発光層及び前記正孔ブロック層を含む
３層以上の有機層からなる機能層と、前記機能層を挟持する一対の電極とを備えた有機エ
レクトロルミネッセンス装置の製造方法であって、前記機能層を形成する工程は、前記発
光層上に前記正孔ブロック層を形成する工程と、前記発光層以外の第１有機層上に前記正
孔ブロック層以外の第２有機層を形成する工程とを含み、前記第１有機層上に前記第２有
機層を形成する工程は、前記第１有機層上に、前記第１有機層の形成材料を溶解可能な第
１溶媒と前記第２有機層の形成材料とを含む第１溶液を配置し、前記第１溶液を乾燥する
ことにより、前記第１有機層上に、前記第１有機層と前記第２有機層との混合層を形成す
る工程と、前記混合層上に、前記第１有機層の形成材料に対する溶解度が前記第１溶媒よ
りも小さい第２溶媒と前記第２有機層の形成材料とを含む第２溶液を配置し、前記第２溶
液を乾燥することにより、前記混合層上に前記第２有機層を形成する工程とを含むことを
特徴とする。この方法によれば、混合層が必要な部分にのみ選択的に配置されるため、正
孔ブロック機能の低下を防止することができる。また、他の有機層の界面には混合層が設
けられているので、キャリアの注入効率は最大限高めることができる。
【００１６】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法は、燐光材料を含む発光層と、
前記発光層上に設けられた正孔ブロック層と、前記発光層及び前記正孔ブロック層を含む
３層以上の有機層からなる機能層と、前記機能層を挟持する一対の電極とを備えた有機エ
レクトロルミネッセンス装置の製造方法であって、前記機能層を形成する工程は、前記発
光層上に前記正孔ブロック層を形成する工程と、前記発光層以外の第１有機層上に前記正
孔ブロック層以外の第２有機層を形成する工程とを含み、前記第１有機層上に前記第２有
機層を形成する工程は、前記第１有機層上に、前記第１有機層の形成材料及び前記第２有
機層の形成材料を含む第１溶液を配置し、該第１溶液を乾燥することにより、前記第１有
機層上に、前記第１有機層の形成材料と前記第２有機層の形成材料とが混合された混合層
を形成する工程と、前記混合層上に、前記第２有機層の形成材料を含む第２溶液を配置し
、該第２溶液を乾燥することにより、前記混合層上に前記第２有機層を形成する工程とを
含むことを特徴とする。この方法によれば、混合層が必要な部分にのみ選択的に配置され
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るため、正孔ブロック機能の低下を防止することができる。また、他の有機層の界面には
混合層が設けられているので、キャリアの注入効率は最大限高めることができる。
【００１７】
　本発明においては、前記第２溶液に含まれる溶媒の前記第１有機層に対する溶解度は、
前記第１溶液に含まれる溶媒の前記第１有機層に対する溶解度よりも小さいことが望まし
い。この方法によれば、第１有機層からの溶出が抑えられるため、混合層内の第１有機層
の形成材料の濃度分布を混合層の厚み方向において略均一なものとすることができる。
【００１８】
　本発明においては、前記発光層上に前記正孔ブロック層を形成する前に、前記発光層を
アニール処理することが望ましい。この方法によれば、アニール処理によって、発光層の
発光特性を良好にすることができる。また、アニール処理を行うと、発光層の表面は緻密
化されるため、溶媒に対して難溶な層となり、正孔ブロック層の溶液を配置しても、容易
に溶解されなくなる。したがって、発光層と正孔ブロック層との境界部に明確な界面が形
成され、正孔ブロック機能が最大限向上する。
【００１９】
　本発明においては、前記発光層の形成工程は、基板上に前記燐光材料と架橋性材料とを
含む溶液を配置する工程と、前記架橋性材料を架橋させる工程とを含むことが望ましい。
この方法によれば、発光層に溶媒に溶解しにくい架橋構造を形成できるため、発光層上に
正孔ブロッキング層の溶液を塗布しても、発光層と正孔ブロック層との界面に混合層が形
成されなくなる。したがって、正孔ブロック機能の高い有機ＥＬ装置が提供できる。
【００２０】
　本発明においては、前記正孔ブロック層の形成工程に用いる溶媒は、前記発光層を溶解
しない溶媒であることが望ましい。この方法によれば、アニール処理等の付加的な工程を
行わずに、容易に本発明の構造を実現できる。
【００２１】
　本発明の電子機器は、前述した本発明の有機エレクトロルミネッセンス装置又は前述し
た本発明の有機エレクトロルミネッセンス装置の製造方法により製造されてなる有機エレ
クトロルミネッセンス装置を備えたことを特徴とする。この構成によれば、発光輝度が高
く、消費電力の少ない電子機器が提供できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態について説明する。かかる実施の形態は本発
明の一態様を示すものであり、この発明を限定するものではない。下記の実施形態におい
て、各構成部材の諸形状や組み合わせ等は一例であって、本発明の主旨から逸脱しない範
囲において設計要求等に基づき種々変更可能である。また、以下の図面においては、各構
成をわかりやすくするために、実際の構造と各構造における縮尺や数等が異なっている。
【００２３】
［第１の実施の形態］
　図１は、本発明の有機エレクトロルミネッセンス装置の一実施形態である有機ＥＬ装置
１の概略構成図である。有機ＥＬ装置１は、基板２上に、第１電極３、機能層７及び第２
電極８を備えている。機能層７は、正孔注入輸送層４、発光層５、正孔ブロック層５１、
及び電子注入輸送層６からなる複数の有機層を備えており、第１電極３、機能層７及び第
２電極８によって、発光素子である有機ＥＬ素子９が構成されている。本実施形態の場合
、第１電極３は陽極であり、第２電極８は陰極であるが、第１電極３を陰極、第２電極８
を陽極としても良い。第１電極３としては、ＩＴＯ（インジウム錫酸化物）が用いられ、
第２電極８としては、ＬｉＦ（フッ化リチウム）と、Ｍａｇ、Ｃａ又はＢａの共蒸着膜の
上にＡｌの膜を蒸着したものが用いられるが、電極の材料はこれに限定されない。
【００２４】
　正孔注入輸送層４は、陽極側から、正孔注入層４Ａと正孔輸送層４Ｂとを備えている。
正孔注入層４Ａは、陽極から発光層５に正孔を注入することが可能な公知の材料を含む。
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具体的には、スターバーストアミン、オリゴアミン等（特開平３－３０８６８８号公報、
ＷＯ９６／２２２７３号パンフレットを参照）を用いることができる。正孔輸送層４Ｂは
、発光層５に対して正孔を輸送することが可能な公知の材料を含む。具体的には、トリフ
ェニルアミン系の材料を用いることができる。
【００２５】
　正孔注入層４Ａと正孔輸送層４Ｂとの間には、正孔注入層４Ａの形成材料（正孔注入層
形成材料）と正孔輸送層４Ｂの形成材料（正孔輸送層形成材料）との混合材料からなる混
合層４Ｃが設けられている。混合層４Ｃは、正孔の注入に関して、正孔注入層４Ａと正孔
輸送層４Ｂとの中間のバンドダイヤグラムを有する層であり、正孔注入層４Ａから正孔輸
送層４Ｂへの正孔の注入障壁を緩和する機能を有する。混合層４Ｃ内での正孔注入層形成
材料と正孔輸送層形成材料との混合比（濃度）は、混合層４Ｃ内で均一でも良く、連続的
に変化していても良い。
【００２６】
　発光層５は、燐光を発光することが可能な公知の発光材料（燐光材料）を含む。具体的
には、ＰｔＯＥＰ（白金ポルフィリン錯体）、ＢｔｐＩｒ（イリジウム錯体）、ＰＡＴ（
ポリアルキルチオフェン）、Ｉｒ（ｐｐｙ）（イリジウム錯体）、ＦＩｒｐｉｃ（イリジ
ウム錯体）誘導体等を用いることができる。ＰｔＯＥＰ、ＢｔｐＩｒ、ＰＡＴは赤色燐光
材料であり、Ｉｒ（ｐｐｙ）は緑色燐光材料であり、ＦＩｒｐｉｃは青色燐光材料である
。発光層５は、ホスト材料としてＣＢＰ（４，４－ジカルバゾール－４，４－ビフェニル
）等を含んでも良い。ホスト材料中に燐光材料を発光ドーパントとして含むことにより、
発光効率の高い有機ＥＬ装置が提供できる。
【００２７】
　発光層５と正孔注入輸送層４との間には、発光層５の形成材料（発光層形成材料）と正
孔注入輸送層４の形成材料（正孔注入輸送層形成材料）との混合材料からなる混合層５０
が設けられている。本実施形態の場合、発光層５と正孔注入輸送層４との界面には正孔輸
送層４Ｂが設けられているので、混合層５０は発光層５の形成材料と正孔輸送層４Ｂの形
成材料（正孔輸送層形成材料）との混合材料によって構成されている。混合層５０は、正
孔の注入に関して、発光層５と正孔注入輸送層４（本実施形態の場合、正孔輸送層４Ｂ）
との中間のバンドダイヤグラムを有する層であり、正孔注入輸送層４から発光層５への正
孔の注入障壁を緩和する機能を有する。混合層５０内での発光層形成材料と正孔注入輸送
層形成材料（本実施形態の場合、正孔輸送層形成材料）との混合比（濃度）は、混合層５
０内で均一でも良く、連続的に変化していても良い。
【００２８】
　正孔ブロック層５１は、正孔の注入に関して発光層５よりも高いバンド障壁を有する公
知の材料を含む。具体的には、トリアゾール誘導体、ポリビニルピリジン、ポリビニルピ
ロリドン等を用いることができる。正孔ブロック層５１は、正孔注入輸送層４から発光層
５に輸送された正孔が発光層内で再結合せずに陰極側に流れてしまうことを防止する機能
を有する。正孔ブロック層５１と発光層５との間には混合層は形成されておらず、明確な
界面が存在する。
【００２９】
　電子注入輸送層６は、陰極から発光層５に電子を注入及び輸送することが可能な公知の
材料を含む。具体的には、オキサジアゾール誘導体、オキサゾール誘導阿智、フェナンソ
ロリン誘導体、アントラキノジメタン誘導体、ベンゾキノン誘導体、ナフトキノン誘導体
、アントラキノン誘導体、テトラシアノアンスラキノジメタン誘導体、フルオレン誘導体
、ジフェニルジシアノエチレン誘導体、ジフェノキノン誘導体、ヒドロキシキノリン誘導
体の金属錯体等を用いることができる。
【００３０】
　電子注入輸送層６と正孔ブロック層５１との間には、電子注入輸送層６の形成材料（電
子注入輸送層形成材料）と正孔ブロック層５１の形成材料（正孔ブロック層形成材料）と
の混合材料からなる混合層５２が設けられている。混合層５２は、電子の注入に関して、
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電子注入輸送層６と正孔ブロック層５１との中間のバンドダイヤグラムを有する層であり
、電子注入輸送層６から正孔ブロック層５１への電子の注入障壁を緩和する機能を有する
。混合層５２内での電子注入輸送層形成材料と正孔ブロック層形成材料との混合比（濃度
）は、混合層５２内で均一でも良く、連続的に変化していても良い。
【００３１】
　次に、図２～図５を用いて有機ＥＬ装置１の製造方法を説明する。まず、図２（ａ）に
示すように、第１電極３が形成された基板２上に、インクジェット法、スピンコート法等
の湿式成膜法を用いて、正孔注入層形成材料を含む溶液を配置し、該溶液を減圧乾燥（常
温、１０－２～１０－６Ｔｏｒｒ）することにより、正孔注入層４Ａを形成する。該溶液
の溶媒としては、シクロヘキシルベンゼン、ジハイドロベンゾフラン、トリメチルベンゼ
ン、トルエン、キシレン等の無極性溶媒が用いられる。この溶媒は、一般的に有機ＥＬ素
子の作製に用いられるもので良い。減圧乾燥により、溶液中に含まれる溶媒のうち９０％
～９９％程度が除去される。この乾燥工程では、正孔注入層４Ａ中の溶媒は完全には除去
しない。僅かに溶媒を含んだ状態とすることで、再溶解が容易な状態となる。
【００３２】
　減圧乾燥を行った後、アニール処理を行っても良い。アニール処理を行うことで、正孔
注入層４Ａの電気特性を向上することができる。この場合、アニール処理によって正孔注
入層４Ａは溶媒に対して再溶解しにくい状態となるため、アニール処理後、正孔注入層４
Ａを溶解可能な溶媒に接触させ、正孔注入層４Ａの表面に溶媒を浸透させることが望まし
い。溶媒に接触させる方法としては、正孔注入層４Ａを溶媒雰囲気に曝す方法と、正孔注
入層４Ａ上にインクジェット法、スピンコート法等を用いて溶媒を直接配置する方法が挙
げられる。こうすることで、再溶解が容易な状態となる。
【００３３】
　ここで用いる溶媒としては、正孔注入層４Ａの形成工程で用いた溶媒のみならず、当該
溶媒と相溶性のある溶媒を用いることができる。具体的には、上述したシクロヘキシルベ
ンゼン、ジハイドロベンゾフラン、トリメチルベンゼン、トルエン、キシレン等の無極性
溶媒が用いられる。溶媒に接触させる時間は、正孔注入層形成材料によって最適化される
。例えば、溶媒雰囲気に曝す場合には、５分以上が良い。
【００３４】
　次に、図２（ｂ）に示すように、正孔注入層４Ａ上に、インクジェット法、スピンコー
ト法等の湿式成膜法を用いて、正孔輸送層形成材料を含む溶液６０を配置する。溶液６０
の溶媒としては、正孔注入層４Ａを溶解可能な溶媒、すなわち正孔注入層４Ａの形成工程
で用いた溶媒と相溶性のある溶媒が用いられる。具体的には、上述したシクロヘキシルベ
ンゼン、ジハイドロベンゾフラン、トリメチルベンゼン、トルエン、キシレン等の無極性
溶媒が用いられる。
【００３５】
　溶液６０を正孔注入層４Ａ上に塗布して放置すると、図２（ｃ）に示すように、正孔注
入層４Ａの表層部が溶解され、正孔注入層４Ａの表面に正孔注入層形成材料と正孔輸送層
形成材料との混合領域６１が形成される。混合領域６１の厚みは、溶液６０の放置時間に
よって決定される。
【００３６】
　次に、図２（ｄ）に示すように、溶液６０を減圧乾燥（常温、１０－２～１０－６Ｔｏ
ｒｒ）することにより、正孔輸送層４Ｂを形成する。減圧乾燥により、混合領域６１中の
溶媒も除去され、正孔注入層４Ａと正孔輸送層４Ｂとの界面に、正孔注入層形成材料と正
孔輸送層形成材料との混合材料からなる混合層４Ｃが形成される。なお、混合領域６１内
には、正孔注入層形成材料と正孔輸送層形成材料との混合比が混合領域６１の厚み方向に
徐々に変化する濃度勾配が形成されるため、混合層４Ｃ内にも、正孔注入層形成材料と正
孔輸送層形成材料との混合比が徐々に変化するような濃度勾配が形成される。
【００３７】
　減圧乾燥により、溶液６０中に含まれる溶媒のうち９０％～９９％程度が除去される。



(10) JP 2008-235327 A 2008.10.2

10

20

30

40

50

この乾燥工程では、正孔輸送層４Ｂ中の溶媒は完全には除去しない。僅かに溶媒を含んだ
状態とすることで、再溶解が容易な状態となる。
【００３８】
　減圧乾燥を行った後、アニール処理を行っても良い。アニール処理を行うことで、正孔
輸送層４Ｂの電気特性を向上することができる。この場合、アニール処理によって正孔輸
送層４Ｂは溶媒に対して再溶解しにくい状態となるため、アニール処理後、正孔輸送層４
Ｂを溶解可能な溶媒に接触させ、正孔輸送層４Ｂの表面に溶媒を浸透させることが望まし
い。溶媒に接触させる方法としては、正孔輸送層４Ｂを溶媒雰囲気に曝す方法と、正孔輸
送層４Ｂ上にインクジェット法、スピンコート法等を用いて溶媒を直接配置する方法が挙
げられる。こうすることで、再溶解が容易な状態となる。
【００３９】
　ここで用いる溶媒としては、正孔輸送層４Ｂの形成工程で用いた溶媒のみならず、当該
溶媒と相溶性のある溶媒を用いることができる。具体的には、上述したシクロヘキシルベ
ンゼン、ジハイドロベンゾフラン、トリメチルベンゼン、トルエン、キシレン等の無極性
溶媒が用いられる。溶媒に接触させる時間は、正孔輸送層形成材料によって最適化される
。例えば、溶媒雰囲気に曝す場合には、５分以上が良い。
【００４０】
　次に、図３（ａ）に示すように、正孔輸送層４Ｂ上に、インクジェット法、スピンコー
ト法等の湿式成膜法を用いて、発光層形成材料を含む溶液６２を配置する。溶液６２の溶
媒としては、正孔輸送層４Ｂを溶解可能な溶媒、すなわち正孔輸送層４Ｂの形成工程で用
いた溶媒と相溶性のある溶媒が用いられる。具体的には、上述したシクロヘキシルベンゼ
ン、ジハイドロベンゾフラン、トリメチルベンゼン、トルエン、キシレン等の無極性溶媒
が用いられる。
【００４１】
　溶液６２を正孔輸送層４Ｂ上に塗布して放置すると、図３（ｂ）に示すように、正孔輸
送層４Ｂの表層部が溶解され、正孔輸送層４Ｂの表面に正孔輸送層形成材料と発光層形成
材料との混合領域６３が形成される。混合領域６３の厚みは、溶液６２の放置時間によっ
て決定される。
【００４２】
　次に、図３（ｃ）に示すように、溶液６２を減圧乾燥（常温、１０－２～１０－６Ｔｏ
ｒｒ）することにより、発光層５を形成する。減圧乾燥により、混合領域６３中の溶媒も
除去され、正孔輸送層４Ｂと発光層５との界面に、正孔輸送層形成材料と発光層形成材料
との混合材料からなる混合層５０が形成される。なお、混合領域６３内には、正孔輸送層
形成材料と発光層形成材料との混合比が混合領域６３の厚み方向に徐々に変化する濃度勾
配が形成されるため、混合層５０内にも、正孔輸送層形成材料と発光層形成材料との混合
比が徐々に変化するような濃度勾配が形成される。
【００４３】
　減圧乾燥により、溶液６２中に含まれる溶媒のうち９０％～９９％程度が除去される。
減圧乾燥を行ったら、アニール処理（１００℃、１０分程）を行う。これにより、発光層
５内に残留する溶媒を完全に除去する。溶媒を完全に除去することにより、再溶解が発生
しにくい状態となる。
【００４４】
　溶液６２としては、燐光材料と架橋性材料とを含む溶液を用いることもできる。この場
合、架橋性材料を架橋させることで、発光層５内に２次元又は３次元の高分子ネットワー
ク（架橋構造）を形成することができる。高分子ネットワークは溶媒に対して不溶な構造
であるため、発光層５も溶媒に対して不溶な層となる。架橋性材料は、ホスト材料の前駆
体であることが望ましい。これにより、架橋構造を有するホスト材料と、燐光材料からな
る発光ドーパントとを含む高効率な発光層５が形成できる。
【００４５】
　次に、図４（ａ）に示すように、発光層５上に、インクジェット法、スピンコート法等
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の湿式成膜法を用いて、正孔ブロック層形成材料を含む溶液を配置し、該溶液を減圧乾燥
（常温、１０－２～１０－６Ｔｏｒｒ）することにより、正孔ブロック層５１を形成する
。。該溶液の溶媒としては、発光層５を溶解可能な溶媒、すなわち発光層５の形成工程で
用いた溶媒と相溶性のある溶媒が用いられる。具体的には、上述したシクロヘキシルベン
ゼン、ジハイドロベンゾフラン、トリメチルベンゼン、トルエン、キシレン等の無極性溶
媒が用いられる。発光層５は、アニール処理によって該溶媒に溶解しにくい状態となって
いるので、発光層５と正孔ブロック層５１との間には混合層は形成されず、両者の間には
明確な界面が形成される。減圧乾燥により、溶液中に含まれる溶媒のうち９０％～９９％
程度が除去される。この乾燥工程では、正孔ブロック層５１中の溶媒は完全には除去しな
い。僅かに溶媒を含んだ状態とすることで、再溶解が容易な状態となる。
【００４６】
　減圧乾燥を行った後、アニール処理を行っても良い。アニール処理を行うことで、正孔
ブロック層５１の電気特性を向上することができる。この場合、アニール処理によって正
孔ブロック層５１は溶媒に対して再溶解しにくい状態となるため、アニール処理後、正孔
ブロック層５１を溶解可能な溶媒に接触させ、正孔ブロック層５１の表面に溶媒を浸透さ
せることが望ましい。溶媒に接触させる方法としては、正孔ブロック層５１を溶媒雰囲気
に曝す方法と、正孔ブロック層５１上にインクジェット法、スピンコート法等を用いて溶
媒を直接配置する方法が挙げられる。こうすることで、再溶解が容易な状態となる。
【００４７】
　ここで用いる溶媒としては、正孔ブロック層５１の形成工程で用いた溶媒のみならず、
当該溶媒と相溶性のある溶媒を用いることができる。具体的には、上述したシクロヘキシ
ルベンゼン、ジハイドロベンゾフラン、トリメチルベンゼン、トルエン、キシレン等の無
極性溶媒が用いられる。溶媒に接触させる時間は、正孔ブロック層形成材料によって最適
化される。例えば、溶媒雰囲気に曝す場合には、５分以上が良い。
【００４８】
　次に、図４（ｂ）に示すように、正孔ブロック層５１上に、インクジェット法、スピン
コート法等の湿式成膜法を用いて、電子注入輸送層形成材料を含む溶液６４を配置する。
溶液６４の溶媒としては、正孔ブロック層５１を溶解可能な溶媒、すなわち正孔ブロック
層５１の形成工程で用いた溶媒と相溶性のある溶媒が用いられる。具体的には、上述した
シクロヘキシルベンゼン、ジハイドロベンゾフラン、トリメチルベンゼン、トルエン、キ
シレン等の無極性溶媒が用いられる。
【００４９】
　溶液６４を正孔ブロック層５１上に塗布して放置すると、図４（ｃ）に示すように、正
孔ブロック層５１の表層部が溶解され、正孔ブロック層５１の表面に正孔ブロック層形成
材料と電子注入輸送層形成材料との混合領域６５が形成される。混合領域６５の厚みは、
溶液６４の放置時間によって決定される。
【００５０】
　次に、図５（ａ）に示すように、溶液６４を減圧乾燥（常温、１０－２～１０－６Ｔｏ
ｒｒ）することにより、電子注入輸送層６を形成する。減圧乾燥により、混合領域６５中
の溶媒も除去され、電子注入輸送層６と正孔ブロック層５１との界面に、電子注入輸送層
形成材料と正孔ブロック層形成材料との混合材料からなる混合層５２が形成される。なお
、混合領域６５には、正孔ブロック層形成材料と電子注入輸送層形成材料との混合比が混
合領域６５の厚み方向に徐々に変化する濃度勾配が形成されるため、混合層５２内にも、
正孔ブロック層形成材料と電子注入輸送層形成材料との混合比が徐々に変化するような濃
度勾配が形成される。
【００５１】
　減圧乾燥により、溶液６４中に含まれる溶媒のうち９０％～９９％程度が除去される。
減圧乾燥を行ったら、アニール処理（１００℃、１０分程）を行う。これにより、電子注
入輸送層６内に残留する溶媒を完全に除去する。
【００５２】
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　次に、図５（ｂ）に示すように、電子注入輸送層６上にインクジェット法、スピンコー
ト法等の湿式成膜法、或いは真空蒸着法等の乾式成膜法を用いて、第２電極８を形成する
。以上により、有機ＥＬ装置１が完成する。
【００５３】
　以上説明したように、本実施形態の有機ＥＬ装置１においては、機能層７において、発
光層５と正孔ブロック層５１との界面を除く有機層同士の界面に、当該有機層の有機材料
同士が混合した混合層が設けられている。このため、正孔ブロック機能の低下を防止しつ
つ、キャリアの注入効率を最大限高めることができる。
【００５４】
　なお、本実施形態では、発光層５の表面を不溶化処理することにより、発光層５と正孔
ブロック層５１との間に明確な界面を設けた。不溶化処理としては、発光層５の表面をア
ニール処理すること、発光層５に架橋構造を形成すること、の２つの処理を挙げた。しか
し、このような不溶化処理を行わなくても、正孔ブロック層５１を形成するための溶媒の
種類を適切に選択することで、発光層５と正孔ブロック層５１との間に明確な界面を設け
ることもできる。例えば、発光層５の溶媒をトリメチルベンゼンとし、正孔ブロック層５
１の溶媒をシクロヘキシルベンゼンとした場合、シクロヘキシルベンゼンは、発光層４の
形成材料によっては全く溶解しないか或いは低い溶解性しか示さないため、発光層５上に
当該溶媒を配置しても、溶媒中に発光層５は殆ど溶解せず、両者の間に明確な界面が形成
される場合がある。すなわち、発光層５の溶媒と正孔ブロック層５１の溶媒が互いに相溶
性のある溶媒同士であっても、対象となる有機層に対して溶解度に差がある場合には、そ
の差を利用して、２つの有機層の間に混合が生じないようにすることができる。
【００５５】
［第２の実施の形態］
　図６は、混合層を形成する方法の第２の実施形態である。図６では、正孔注入層４Ａ上
に正孔輸送層４Ｂ及び混合層４Ｃを形成する方法のみを示すが、正孔輸送層４Ｃ上に発光
層及び混合層を形成する方法や正孔ブロック層上に電子注入輸送層及び混合層を形成する
方法も同様である。また、これ以外の工程は、第１実施形態の方法と同一であるとし、詳
細な説明は省略する。
【００５６】
　本実施形態では、まず図６（ａ）に示すように、正孔注入層４Ａ上に、インクジェット
法、スピンコート法等の湿式成膜法を用いて、正孔輸送層形成材料を含む第１溶液６６を
配置する。第１溶液６６の溶媒（第１溶媒）としては、正孔注入層４Ａを溶解可能な溶媒
が用いられる。具体的には、上述したシクロヘキシルベンゼン、ジハイドロベンゾフラン
、トリメチルベンゼン、トルエン、キシレン等の無極性溶媒が用いられる。
【００５７】
　正孔注入層４Ａには、アニール処理等の不溶化処理は行っていないため、第１溶液６６
を正孔注入層４Ａ上に塗布して放置すると、図６（ｂ）に示すように、正孔注入層４Ａの
表層部が溶解され、正孔注入層４Ａの表面に正孔注入層形成材料と正孔輸送層形成材料と
の混合領域６７が形成される。混合領域６７の厚みは、第１溶液６６の放置時間によって
決定される。
【００５８】
　次に、図６（ｃ）に示すように、第１溶液６６を減圧乾燥（常温、１０－２～１０－６

Ｔｏｒｒ）することにより、第１正孔輸送層４Ｂ１を形成する。減圧乾燥により、混合領
域６１中の溶媒も除去され、正孔注入層４Ａと第１正孔輸送層４Ｂ１との界面に、正孔注
入層形成材料と正孔輸送層形成材料との混合材料からなる混合層４Ｃが形成される。なお
、混合領域６７内には、正孔注入層形成材料と正孔輸送層形成材料との混合比が混合領域
６７の厚み方向に徐々に変化する濃度勾配が形成されるため、混合層４Ｃ内にも、正孔注
入層形成材料と正孔輸送層形成材料との混合比が徐々に変化するような濃度勾配が形成さ
れる。
【００５９】
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　次に、図６（ｄ）に示すように、第１正孔輸送層４Ｂ１上に、インクジェット法、スピ
ンコート法等の湿式成膜法を用いて、正孔輸送層形成材料を含む第２溶液を配置し、該第
２溶液を減圧乾燥（常温、１０－２～１０－６Ｔｏｒｒ）することにより、第２正孔輸送
層４Ｂ２を形成する。第２溶液の溶媒（第２溶媒）としては、正孔注入層４Ａに対する溶
解度が第１溶液に含まれる第１溶媒よりも小さい溶媒が用いられる。このような溶媒とし
ては、シクロヘキシルベンゼン等が挙げられる。シクロヘキシルベンゼンは、発光層４の
形成材料によっては、極めて低い溶解性しか示さない場合がある。以上により、第１正孔
輸送層４Ｂ１と第２正孔輸送層４Ｂ２とからなる２層構造の正孔輸送層４Ｂが形成される
。
【００６０】
　この方法においては、混合層４Ｃ内における正孔輸送層形成材料の濃度と正孔輸送層４
Ｂの厚みとを別個に制御できるため、プロセスの自由度が高くなる。例えば、正孔輸送層
４Ｂを厚く形成したい場合、第１実施形態の方法では、溶液６０内の正孔輸送層形成材料
の濃度を大きくしなければならないが、この場合、混合層４Ｃ内における正孔輸送層形成
材料の濃度も高くなってしまうため、要求性能に応じて両者を適切に制御することができ
ない。しかし、本実施形態の方法では、第２溶液における正孔輸送層形成材料の濃度を高
くして正孔輸送層４Ｂの厚みを大きくしつつ、第１溶液６６中の正孔輸送層形成材料の濃
度を小さくして、混合層４Ｃ内の正孔輸送層形成材料の濃度を小さくすることが可能であ
る。このため、要求性能に応じた適切な制御が可能となる。
【００６１】
［第３の実施の形態］
　図７は、混合層を形成する方法の第３の実施形態である。図７では、正孔注入層４Ａ上
に正孔輸送層４Ｂ及び混合層４Ｃを形成する方法のみを示すが、正孔輸送層４Ｃ上に発光
層及び混合層を形成する方法や正孔ブロック層上に電子注入輸送層及び混合層を形成する
方法も同様である。また、これ以外の工程は、第１実施形態の方法と同一であるとし、詳
細な説明は省略する。
【００６２】
　本実施形態では、まず図７（ａ）に示すように、正孔注入層４Ａ上に、インクジェット
法、スピンコート法等の湿式成膜法を用いて、正孔輸送層形成材料及び正孔注入層形成材
料を含む第１溶液を配置し、該溶液を減圧乾燥（常温、１０－２～１０－６Ｔｏｒｒ）す
ることにより、混合層４Ｃを形成する。
【００６３】
　正孔注入層４Ａには、アニール処理等の不溶化処理は行っていないため、混合層４Ｃに
は、正孔注入層４Ａの一部が混入している。この混入量は、第１溶液の溶媒を適切に選択
することで、制御することができる。例えば、第１溶液の溶媒を、正孔注入層形成材料に
対して溶解度が低く、正孔輸送層形成材料に対して溶解度の高い溶媒（例えば、シクロヘ
キシルベンゼン）を用いることで、正孔注入層４Ａからの溶出を抑えることができる。こ
の場合、混合層４Ｃ内の正孔注入層形成材料の濃度分布は混合層４Ｃの厚み方向において
略均一なものとなる。
【００６４】
　次に、図７（ｂ）に示すように、混合層４Ｃ上に、インクジェット法、スピンコート法
等の湿式成膜法を用いて、正孔輸送層形成材料を含む第２溶液を配置し、該第２溶液を減
圧乾燥（常温、１０－２～１０－６Ｔｏｒｒ）することにより、正孔輸送層４Ｂを形成す
る。第２溶液に含まれる溶媒の正孔注入層４Ａに対する溶解度は、第１溶液に含まれる溶
媒の正孔注入層４Ａに対する溶解度よりも小さいことが望ましい。こうすることで、正孔
注入層４Ａが第２溶液に溶解しにくくなり、混合層４Ｃ内における正孔注入層形成材料の
濃度勾配を均一に制御することができる。
【００６５】
　本実施形態においては、第１溶液として、正孔注入層形成材料と正孔輸送層形成材料と
を含む溶液を用いている、このため、確実に混合層４Ｃを形成することができる。また、
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第１溶液に含まれる溶媒を適切に選択することによって、混合層４Ｃ内における正孔注入
層形成材料と正孔輸送層形成材料との混合比（濃度）を均一に制御することができる。こ
のため、電気特性の高い有機ＥＬ装置が提供できる。
【００６６】
［画像形成装置］
　次に、本発明の発光装置を備えた電子機器の第１実施形態である画像形成装置について
説明する。図８は、有機ＥＬ装置をラインヘッドとして備えた画像形成装置１００を示す
概略構成図である。
【００６７】
　画像形成装置１００は、転写媒体２２の走行経路の近傍に、像担持体としての感光体ド
ラム１６を備えている。感光体ドラム１６の周囲には、感光体ドラム１６の回転方向（図
中に矢印で示す）に沿って、露光装置１５、現像装置１８及び転写ローラ２１が順次配設
されている。感光体ドラム１６は、回転軸１７の周りに回転可能に設けられており、その
外周面には、回転軸方向中央部に感光面１６Ａが形成されている。露光装置１５及び現像
装置１８は感光体ドラム１６の回転軸１７に沿って長軸状に配置されており、その長軸方
向の幅は、感光面１６Ａの幅と概ね一致している。
【００６８】
　この画像形成装置１００では、まず、感光体ドラム１６が回転する過程において、露光
装置１５の上流側に設けられた図示略の帯電装置により感光体ドラム１６の表面（感光面
１６Ａ）が例えば正（＋）に帯電され、次いで露光装置１５により感光体ドラム１６の表
面が露光されて表面に静電潜像ＬＡが形成される。さらに、現像装置１８の現像ローラ１
９により、トナー（現像剤）２０が感光体ドラム１６の表面に付与され、静電潜像ＬＡの
電気的吸着力によって静電潜像ＬＡに対応したトナー像が形成される。なお、トナー粒子
は正（＋）に帯電されている。
【００６９】
　現像装置１８によるトナー像の形成後は、感光体ドラム１６の更なる回転によりトナー
像が転写媒体２２に接触し、転写ローラ２１により転写媒体２２の背面からトナー像のト
ナー粒子とは逆極性の電荷（ここでは負（－）の電荷）が付与され、これに応じて、トナ
ー像を形成するトナー粒子が感光体ドラム１６の表面から転写媒体２２に吸引され、トナ
ー像が転写媒体２２の表面に転写される。
【００７０】
　露光装置１５は、複数の有機ＥＬ素子９を有するラインヘッド１と、該ラインヘッド１
から放射された光Ｌを正立等倍結像させる複数のレンズ素子１３を有する結像光学素子１
２とを備えている。ラインヘッド１と結像光学素子１２とは、互いにアライメントされた
状態で図示略のヘッドケースによって保持され、感光体ドラム１６上に固定されている。
【００７１】
　ラインヘッド１は、複数の有機ＥＬ素子９を感光体ドラム１６の回転軸１７に沿って配
列してなる発光素子列１０と、有機ＥＬ素子９を駆動させる図示略の駆動素子からなる駆
動素子群と、これら駆動素子（駆動素子群）の駆動を制御する制御回路群１１とを備えて
いる。有機ＥＬ素子９、駆動素子群及び制御回路群１１は長細い矩形の素子基板（基体）
２上に一体形成されている。
【００７２】
　結像光学素子１２は、日本板硝子株式会社製のセルフォック（登録商標）レンズ素子と
同様の構成からなるレンズ素子１３を感光体ドラム１６の回転軸１７に沿って千鳥状に２
列配列（配置）してなるレンズ素子列１４を備えている。
【００７３】
　この画像形成装置１００は、ラインヘッド１に形成された有機ＥＬ素子９が、上述した
本発明の発光素子の構造を備えている。そのため、発光輝度が高く、露光不良の生じない
画像形成装置となる。
【００７４】
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［有機ＥＬ表示装置］
　次に、本発明の発光装置を備えた電子機器の第２実施形態である有機ＥＬ表示装置につ
いて説明する。図９は、有機ＥＬ素子を画素としてマトリクス状に備えた有機ＥＬ表示装
置２００の概略構成図である。
【００７５】
　有機ＥＬ表示装置２００は、基体２上に、回路素子としての薄膜トランジスタを含む回
路素子部３０、陽極である画素電極（第１電極）３、発光層を含む有機機能層７、陰極で
ある対向電極（第２電極）８、及び封止部３２等を備えている。
【００７６】
　基体２としては、例えば、ガラス基板が用いられる。本発明における基板としては、ガ
ラス基板の他に、シリコン基板、石英基板、セラミックス基板、金属基板、プラスチック
基板、プラスチックフィルム基板等、電気光学装置や回路基板に用いられる公知の様々な
基板が適用される。
【００７７】
　基体２上には、発光領域としての複数の画素領域Ａがマトリクス状に配列されており、
カラー表示を行う場合、例えば、赤（Ｒｅｄ）、緑（Ｇｒｅｅｎ）、青（Ｂｌｕｅ）の各
色に対応する画素領域Ａが所定の配列で形成される。各画素領域Ａには、画素電極３が配
置され、その近傍には信号線４２、共通給電線４３、走査線４１及び図示しない他の画素
電極用の走査線等が配置されている。画素領域Ａの平面形状は、図に示す矩形の他に、円
形、長円形など任意の形状が適用可能である。
【００７８】
　封止部３２は、水や酸素の侵入を防いで対向電極８あるいは有機機能層７の酸化を防止
するものであり、基体２に貼り合わされる封止基板（又は封止缶）３４を含む。封止基板
３４は、ガラスや金属等からなり、基体２と封止基板３４とはシール剤を介して貼り合わ
されている。基体２の内側には乾燥剤が配置されており、基板間に形成された空間には不
活性ガスを充填した不活性ガス充填層３３が形成されている。
【００７９】
　画素領域Ａには、走査線４１を介して走査信号がゲート電極に供給されるスイッチング
用の第１の薄膜トランジスタ４４と、この薄膜トランジスタ４４を介して信号線４２から
供給される画像信号を保持する保持容量ｃａｐと、保持容量ｃａｐによって保持された画
像信号がゲート電極に供給される駆動用の第２の薄膜トランジスタ４５と、この薄膜トラ
ンジスタ４５を介して共通給電線４３に電気的に接続したときに共通給電線４３から駆動
電流が流れ込む画素電極３と、画素電極３と対向電極８との間に挟み込まれる有機機能層
７とが設けられている。有機機能層７は発光層を含み、発光素子である有機ＥＬ素子９は
、画素電極３、対向電極８、及び有機機能層７等を含んで構成される。
【００８０】
　画素領域Ａでは、走査線４１が駆動されて第１の薄膜トランジスタ４４がオンになると
、そのときの信号線４２の電位が保持容量ｃａｐに保持され、この保持容量ｃａｐの状態
に応じて、第２の薄膜トランジスタ４５の導通状態が決まる。また、第２の薄膜トランジ
スタ４５のチャネルを介して共通給電線４３から画素電極３に電流が流れ、さらに有機機
能層７を通じて対向電極８に電流が流れる。そして、このときの電流量に応じて、有機機
能層７が発光する。
【００８１】
　有機ＥＬ表示装置２００においては、有機機能層７から基体２側に発した光が、回路素
子部３０及び基体２を透過して基体２の下側（観測者側）に射出されるとともに、有機機
能層７から基体２の反対側に発した光が対向電極８により反射されて、その光が回路素子
部３０及び基体２を透過して基体２の下側（観測者側）に射出される（ボトムエミッショ
ン型）。なお、対向電極８として、透明な材料を用いることにより対向電極側から発光す
る光を射出させることもできる（トップエミッション型）。この場合、対向電極用の透明
な材料としては、ＩＴＯ、Ｐｔ、Ｉｒ、Ｎｉ、もしくはＰｄを用いることができる。
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【００８２】
　この有機ＥＬ表示装置２００は、画素領域Ａに形成された有機ＥＬ素子９が、上述した
本発明の発光素子の構造を備えている。そのため、発光輝度が高く、明るい表示が可能な
有機ＥＬ表示装置となる。
【図面の簡単な説明】
【００８３】
【図１】第１実施形態の有機ＥＬ装置の概略構成図である。
【図２】同有機ＥＬ装置の製造方法の説明図である。
【図３】同有機ＥＬ装置の製造方法の説明図である。
【図４】同有機ＥＬ装置の製造方法の説明図である。
【図５】同有機ＥＬ装置の製造方法の説明図である。
【図６】第２実施形態の有機ＥＬ装置の製造方法の説明図である。
【図７】第３実施形態の有機ＥＬ装置の製造方法の説明図である。
【図８】電子機器の第１実施形態である画像形成装置の概略構成図である。
【図９】電子機器の第２実施形態である有機ＥＬ表示装置の概略構成図である。
【符号の説明】
【００８４】
１…有機ＥＬ装置（有機エレクトロルミネッセンス装置）、２…基板、３…第１電極、４
…正孔注入輸送層（有機層）、４Ａ…正孔注入層（有機層）、４Ｂ…正孔輸送層（有機層
）、４Ｃ…混合層、５…発光層（有機層）、６…電子注入輸送層（有機層）、７…機能層
、８…第２電極、５０…混合層、５１…正孔ブロック層、５２…混合層、６０，６２，６
４，６６…溶液、１００…画像形成装置（電子機器）、２００…有機ＥＬ表示装置（電子
機器）

【図１】 【図２】



(17) JP 2008-235327 A 2008.10.2

【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(18) JP 2008-235327 A 2008.10.2

【図７】 【図８】

【図９】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

